
庁議付議案件 Ｎｏ.１ 

平成２３年４月１２日  

所管 総務局 人事部   

  

件  名 平成23年度 職員研修体系について 

経過・現状 

 

政 策 課 題 

【経過・現状】 

平成 23 年 3 月に「堺市人材育成基本方針」を改定し、本方針の中において以下のと

おり「職員研修の方針」を定めた。 

[参考：職員研修の方針] 

○「意識と意欲」を高める（意識改革） 

 ・公務員倫理と人権意識の徹底を図る 

 ・やりがいや充実感を高める 

○「知識と能力」を磨く（能力開発） 

 ・業務遂行のための基本的・専門的知識と技術の習得を図る 

 ・政策形成能力・都市経営能力の向上を図る 

○「組織力」を高める 

 ・職員相互に切磋琢磨する環境をつくる 

 ・集合研修を活かして人的ネットワークをつくる 

【課題】 

 上記職員研修方針の推進のほか、職員の事務能力の向上が喫緊の課題であり、それに

対応する職員の意識改革と能力開発を具体的に進めていくための取組が必要である。 

 

対 応 方 針 

 

今後の取組 

（案） 

【対応方針】 

堺市人材育成基本方針に掲げる「職員研修の方針」を推進するほか、職員の事務能力

の向上を図るため、平成23年度は特に以下の項目について取り組む。 

■堺市職員としての意識向上 

  →市政の方向性の共有化と堺市を知る機会の付与 

・市長との対話 

・堺市理解フィールドワーク など 

■地域主権時代のまちづくりを担う職員の養成 

  →マスタープラン等重要施策の推進を担う職員の育成 

・関西4政令指定都市合同研修（政策課題研修） 

・政策法務研修 など 

■事務能力の向上 

  →基礎的な事項の再徹底による事務処理ミスの防止 

・夜間講座（地方自治法、地方公務員法、行政法） 

・文書事務研修 など 

■職員力・組織力の向上 

  →組織の要である課長級職員のマネジメント力向上 

・管理職セミナー、新任役職者研修など 

 

※上記職員研修のほか、特にめざすべき職員の育成に関し、人事評価の活用や職員表

彰制度の拡充についても取り組んでいく。 

効果の想定 ○職員の意識改革・能力開発による組織力の強化 

関係局との 

政 策 連 携 
 全 庁 
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●職員一人ひとりが、自らの
　能力の発揮向上や開発の
　ために主体的に行う学習
　を支援する。
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　り組む。

●幹部職員として意識改革を
　促し、その職責に応じた都
　市経営感覚等を磨く。

●研修内容を職場で伝達する
　ことで、全職員への浸透を
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 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年度 職員研修体系

役割 業務の自律的遂行者

外
部
派
遣
研
修

市長講話（新任課長／新任課長補佐／新任係長／新規採用者）

トップセミナー
（局・部長対象）

・都市経営

・時勢講話 など

意識改革セミナー
（課長補佐級以下対象）

・コミュニケーション活性化 など

新任課長級研修
・市政課題・人権

・法律 【新規】

・マネジメント

パワーアップ宿泊

研修
・課題解決(訴訟等)

新任課長補佐級

研修
・市政課題・人権

・法律 【新規】

・マネジメント

新任係長級研修
・市政課題・人権

・法律 【新規】

・マネジメント

公務員基礎研修Ⅰ

・公務員倫理

・市政 ・人権

・接遇 ・事務基礎

・堺市理解ﾌｨｰﾙﾄﾞ

ﾜｰｸ【新規】

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修

・倫理 ・政策形成

・危機管理訓練

公務員基礎研修Ⅱ

・倫理 ・人権

・問題発見【新規】

・政策形成

公務員基礎研修Ⅲ

・倫理 ・人権

・ﾛｼﾞｶﾙﾌﾟﾚｾﾞﾝ

ﾃｰｼｮﾝ【新規】

・政策形成

新任役職者セミナー

・部下育成 ・人権 ・メンタルヘルス

若手職員研修

・政策法務

【新規】

ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ研修

２市合同政策研修

短期臨時

職員研修

・接遇

・服務

・市政

ブラッシュアップ女性リーダー

自治大学校 第1部・第２部特別課程

自治大学校 第3部課程【新時代・地域経営コース】

自治大学校 第１部課程／ﾏｽﾀｰｺｰｽ

政策企画 （市町村アカデミー）

公務員倫理／接遇研修 指導者養成研修（公務人材開発協会）

地方自治体女性管理監督者研修

通信教育奨励制度／自主研究グループ活動支援制度／資格取得等報奨制度

大学院修学支援制度

e-learning研修（地方自治法、地方公務員法、市政理解、事務基礎等）

事務基礎講座（財務・文書・会計ほか）、文書事務研修等

さわやかサービス推進事業（ＣＳ向上運動）

ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ研修

職場研修（専門的知識・スキルの継承や課題を克服するための現場発意の研修）

市長と職員との対話

市民対応研修

（地方自治体女性管理者フォーラム）

（市町村アカデミー）

（臨時職員の育成指導）

管理職セミナー
（次・課長対象）

・コンプライアンス

・危機管理

・組織風土改革

人材育成推進研修 新規採用職員指導者養成研修

ﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修

目標管理研修

法務研修（自治法、公務員法、行政法、憲法、民法）【新規】

関西4政令指定都市

合同研修［新規】

夜間講座（自治法、公務員法、行政法、市政理解）【新規】

職場研修支援事業（外部講師派遣／職場研修相談業務ほか）



課　　題 対 象 者 効　　果

本庁各課の所属長
（必須）

トップビジョンの発信を通じて市政の方
向性に対する認識を共有する

新規採用職員
（必須）

旧市内のフィールドワークを通じて、ま
ちを知り、まちに愛着を持って市政に取
り組む職員を育成する

係長級
（希望者）

係長級昇任前の
若手職員（必須）

採用３年目職員
（必須）

採用２年目職員
（必須）

新任役職者研修に法律科目を新設
　行政法(行政争訟、行政手続)

 新任課長級
 新任課長補佐級
 新任係長級
　　（必須）

選択研修に法律科目を新設
　地方自治法、地方公務員法、行政法、憲法、民法

課長補佐級以下
（希望者）

夜間講座の充実(時間外に開催)
　法律科目(地方自治法、地方公務員法、行政法)、
　市政理解(庁内講師による歴史やプロジェクトの説明)

全職員
（希望者）

文書主任等

全職員

職員力・組織力の向上 課長級職員
組織の要である課長級職員が「仕事・職
員・組織」を効果的にマネジメントする

市長対話、管理職セミナー、新任課長級職員研修等

具 体 的 取 組

平成２３年度　職員研修　重点取組

　　　　　方　針　：　職員全体の意識・意欲の向上と基本の徹底を中心とした職員力・組織力の強化   

問題発見力向上研修（改設）
　採用３年目に実施していたﾛｼﾞｶﾙｼﾝｷﾝｸﾞ研修について対象者と
　内容を変更して実施

政策形成能力の向上を図る

関西４政令指定都市合同研修の創設
　京都、大阪、神戸、堺の若手職員による政策提言研修

政策法務研修の創設
　必要となる政策について、関係法令を解釈し、制度化・条例化
　する手法を身につける研修

ロジカルプレゼンテーション研修（改設）
　係長級昇任前の若手職員に実施していたものを採用３年目に
　対象者を変更し、ﾛｼﾞｶﾙｼﾝｷﾝｸﾞに変えて実施。

地域主権時代のまちづ
くりを担う職員の養成

堺市職員としての意識
の向上

市長と職員との対話の継続
　市長と本庁各課の所属長の対話
 （平成22年度は現場職員(区役所管内各課)との対話として実施）

堺市理解フィールドワークの創設
　新規採用職員が数名のグループごとに１日ﾀｳﾝｳｫｯﾁﾝｸﾞ研修

例規の不備をはじめ、
頻発する事務処理上の
ミスの防止

法
務
能
力
の
向
上

基礎・基本の徹底により事務処理能力の
底上げを図る

事務基礎講座の充実
　財政、文書、会計など全庁共通の事務処理に関する研修

 局総務課職員及び
 各課の課長補佐級
 以下の職員

文書事務研修の実施 ～法制文書課との連携～
　文書主任や決裁者の役割、確認事項等の意識付けを強化

ｅ-ラーニング研修の拡充
　市政理解講座(新採研修の科目)、事務基礎講座の映像配信
　上記法律研修(行政法、民法等)のテキストをもとに教材作成


